
 

４ 公的年金等に係る税金 

厚生年金、国民年金などの公的年金等は、所得税法上は「雑所得」として扱われ、年金

支給の際に所得税及び復興特別所得税（令和９年分以後は所得税、防衛特別所得税及び復

興特別所得税）の源泉徴収が行われます（障害年金、遺族年金は非課税) 。公的年金等に

係る所得税には各種の所得控除がありますが、公的年金等の源泉徴収において人的控除

（配偶者控除、扶養控除などに相当する控除）の適用を受けようとする場合には、「公的

年金等の受給者の扶養親族等申告書」を毎年、国家公務員共済組合連合会へ提出するなど

の手続が必要となります。なお、「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の提出の有

無にかかわらず、ご本人の基礎的控除は適用されます。 

源泉徴収の対象となる年金は、その年中に受ける支給額が、６５歳未満の者について

は１６４万円以上、６５歳以上の者については２１４万円（老齢基礎年金の受給対象であ

る者は１３７万円）以上のときです（令和９年分の場合）。 

なお、平成２７年１０月以後の共済組合員期間を対象とした「退職等年金給付」の退職

年金を受けることができる者が、有期退職年金を「一時金」で受給することを選択したと

きには、「退職所得」として課税の対象となります。 

 

【源泉徴収税額の計算式（定期支給期月毎）】 

 

 

 

※ 控除額 ＝（ア 基礎的控除額（月額）＋ イ 人的控除額（月額））×その支払の 

計算の基礎となった期間の月数 

（注） 老齢基礎年金の受給の権利があるとき（繰下げ期間中を含む。）は、基礎的控除額と

人的控除額の合計額から 47,500円（調整控除額の月額）が減額されます。 

 

ア 基礎的控除額（月額）（令和９年分の場合） 

受給者 

の年齢 
基礎的控除額 

６５歳 

未満 
公的年金等の月額×25％＋110,000円（140,000円未満の場合、140,000円） 

６５歳 

以上 
公的年金等の月額×25％＋110,000円（180,000円未満の場合、180,000円） 

 

 

源泉徴収税額（※） ＝（定期支給期月の支給金額－控除額※）× 5.105％ 

（※）復興特別所得税（令和９年分以後は防衛特別所得税及び復興特別所得税）の額を含みます。 



 

イ 人的控除額（月額：①から⑤により求めた金額の合計額）（令和９年分の場合） 

区  分 内     容 人 的 控 除 額 

受給者本人 

に係るもの 

① 障害者に該当 

する場合 

一般の障害者 

特別障害者 

           22,500円 

           35,000円 

② 寡婦又はひと 

り親に該当する 

場合 

寡婦 

ひとり親 

22,500円 

32,500円 

配偶者及び 

源泉控除 

対象親族 

などに係る 

もの     

③ 源泉控除対象 

配偶者がいる場 

合 

一般の源泉控除対象配偶者 
老人控除対象配偶者（70歳以上） 

32,500円 

40,000円 

④ 公的年金等に

係る源泉控除対

象親族がいる場

合 

一般の控除対象親族 

老人扶養親族（70歳以上） 

特定扶養親族 

特定親族 

１人につき 32,500円 

〃     40,000円 

〃     52,500円 

〃   52,500円 

⑤ 同一生計配偶 

者又は扶養親族 

が障害者に該当 

する場合 

一般の障害者 

特別障害者 

同居特別障害者 

１人につき 22,500円 

〃      35,000円 

〃      62,500円 

（注）・ 「障害者」とは、身体障害者手帳などの交付を受けている者をいいます。 

・ 「特別障害者」とは、障害者のうち、心身に重度の障害がある者をいいます。 

・ 「源泉控除対象配偶者」とは、合計所得金額が９００万円以下の受給者と生計を一

にしている、合計所得金額が９５万円以下の配偶者をいいます。 

・ 「公的年金等に係る源泉控除対象親族」とは、①控除対象扶養親族及び②居住者と

生計を一にする親族（里子を含み、配偶者、青色事業専従者として給与の支払を受け

る人及び白色事業専従者を除きます。）のうち年齢１９歳以上２３歳未満で合計所得

金額が６２万円超８５万円以下の人（特定親族のうち合計所得金額が８５万円以下の

人）をいいます。 

・ 「控除対象扶養親族」とは、扶養親族のうち、年齢１６歳以上の者をいいます（年

齢３０歳以上７０歳未満の非居住者については、一定の要件に該当する者に限りま

す。）。 

・ 「特定扶養親族」とは、控除対象扶養親族のうち、年齢１９歳以上２３歳未満の者

をいいます。 

 

【住民税】 

住民税（道府県民税、市町村民税（東京都の場合は、都民税、特別区民税（２３区)

もしくは市町村民税））は、前年の所得を基に課税される地方税ですが、所得税と異な

り、給与のように支払の際に源泉徴収される仕組みではなく、原則として後から課税さ

れます。 

一定額以上の公的年金等を受給している場合（単身者の場合６５歳未満１０５万円

超、６５歳以上１５５万円超（いずれの額もお住まいの市区町村によって異なります））



 

には、普通徴収又は特別徴収(※)のいずれかの方法により、住民税を納税することにな

ります。 

この場合、その年の公的年金等の金額から、受給者の年齢や公的年金等の金額に応じ

て、次表（「所得税・住民税に係る公的年金等控除額」）に掲げる控除額及び該当する所

得控除の金額を差し引いた残りの金額が、雑所得として課税されることとなります。 

（所得割額） 

所得割額の税率：道府県民税４％、市町村民税６％ 

（注）指定都市に住所を有する場合、道府県民税２％、市町村民税８％ 

（均等割額） 

一人当たりの均等割額：道府県民税１,０００円、市町村民税３,０００円、 

森林環境税１,０００円 

 

※ 住民税の徴収方法 

６５歳以上の公的年金受給者の年金所得に係る住民税は、税額決定通知書によ

り市区町村から通知され、公的年金の支払者が年金の支払の際に、その人の年金か

ら引き落とし、これを翌月の１０日までに市区町村に納入することになっていま

す。これを公的年金からの特別徴収といいます。 

公的年金からの特別徴収は、年６回（偶数月）の公的年金の支払の際に行われ、

４月、６月及び８月には前年度分の税額の６分の１ずつが、１０月、１２月及び翌

月２月には、その年度の住民税額から４月～８月に徴収された額を差し引いた残

額の３分の１ずつが、それぞれ徴収されます。 

また、特別徴収の対象とならない場合には、普通徴収の対象となり、確定申告等

の結果に基づいて、毎年６月頃に住所地のある市区町村から納付書が送付されま

すので、最寄りの金融機関又は郵便局で納付することとなります。 

 

【所得税・住民税に係る公的年金等控除額（令和９年分の場合）】 

受給者の区分 その年の公的年金等の金額 (A) 控  除  額 

６５歳未満 

の場合 

130万円以下               60万円 

130万円超   410万円以下   (A)×25％＋ 27万５千円 

410万円超    770万円以下   (A)×15％＋ 68万５千円 

770万円超  1,000万円以下 

 

1,000万円超 

  (A)× 5％＋145万５千円 

 

195万５千円 

1,000万円超 195万５千円 

６５歳以上 

の場合 

330万円以下              110万円 

330万円超    410万円以下   (A)×25％＋ 27万５千円 



 

410万円超   770万円以下   (A)×15％＋ 68万５千円 

770万円超  1,000万円以下   (A)× 5％＋145万５千円 

 1,000万円超 195万５千円 

（注）公的年金等に係る雑所得以外の所得金額が1,000万円以下である場合の表です。また、給 

与所得控除額と公的年金等控除額との合計額が280万円を超える場合については、上記の表 

の公的年金等控除額とは異なることとなります。 

 

なお、住民税の額は市区町村ごとに決定していますので、詳細については、住所のあ

る市区町村の担当窓口に照会してください。 

 

【確定申告】 

所得が源泉徴収されている年金のみの場合で、その収入金額が400万円以下のときは、

原則として確定申告をする必要はありません（この制度を「確定申告不要制度」といい

ます。）が、３月まで給与収入があり、４月に定年退職して、その後再就職をせずに老

齢厚生年金を受給した場合など、その年に年金以外に給与所得などの他の所得がある

場合には、確定申告が必要となることがあります。 

なお、所得が年金のみの場合などで確定申告をする必要がないときであっても、社会

保険料や生命保険料を支払ったなどの理由により、源泉徴収された所得税額の１年間

の合計額が、その年１年間の所得について計算した所得税額よりも多い場合には、確定

申告を行うことにより、所得税額の還付を受けることができます。 


